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子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、当社の連結子会社であるオートマックス株式会社（以下「オートマックス」）の全株式を極東貿易

株式会社に譲渡することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 異動（株式譲渡）の理由 

当社の連結子会社であるオートマックスは、自動車部品用試験機の製造・販売事業を展開してまいりまし

たが、今般、事業の選択と集中の観点から、当社は、オートマックスの全株式を極東貿易株式会社に譲渡す

ることといたしました。譲渡先である極東貿易株式会社は、機械・エンジニアリング商社として、建設機械、

自動車部品メーカー等向けに国内外で広範な販売ネットワークを有しており、同社グループのもとで事業展

開を図ることが、オートマックスにとっても、海外向け事業の拡大等有益であると考えております。 

 

2. 異動（株式譲渡）する子会社の概要 

（1）名 称 オートマックス株式会社 

（2）所 在 地 東京都板橋区小豆沢 4-28-13 

（3）代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 寺田聖一 

（4）事 業 内 容 各種性能評価試験装置の設計・開発・製造・保守、ロボットマニピュレ

ーター、一般環境試験装置等の制作・販売を行う 

（5）資 本 金 30 百万円 

（6）設 立 年 月 日 昭和 39 年 8 月 12 日 

（7）大株主および持ち株比率 当社 100% 

（8）当社と当該会社との関係 資 本 関 係  当社が議決権を 100%保有し、当該会社を連結子会社と

しております。 

 人 的 関 係  当社の職員２名が当該会社の取締役（非常勤）を、ま

た当社の職員１名が当該会社の監査役を兼務しており

ます。 

 取 引 関 係  当社は当該会社から潤滑油試験機を購入しておりま

す。 



 関連当事者へ

の該当状況  

当該会社は当社の連結子会社であり、関連当事者に該

当します。 

（9）当該会社の最近 3ヵ年の経営成績および財政状態 

   決 算 期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

 純 資 産 890 百万円 933 百万円 1,015 百万円

 総 資 産 1,647 百万円 1,957 百万円 2,374 百万円

 1 株あたり純資産（円） 14,839 円 15,562 円 16,927 円

 売 上 高 1,727 百万円 1,706 百万円 1,952 百万円

 営 業 利 益 58 百万円 89 百万円 102 百万円

 経 常 利 益 63 百万円 87 百万円 123 百万円

 当 期 純 利 益 33 百万円 43 百万円 81 百万円

 1 株当たり当期純利益（円） 558 円 723 円 1,364 円

 1 株当たり配当金（円） 0 円 0 円 0 円

 

3. 株式譲渡の相手先の概要 

（1）名 称 極東貿易株式会社 

（2）所 在 地 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 

（3）代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 廣阪 明 

（4）事 業 内 容 機械設備、電子機器並びにプラスチックその他等の国内販売業及び輸出

入業 

（5）資 本 金 5,030 百万円 

（6）売 上 高 （ 連 結 ） 38,806 百万円（平成 24 年 3 月期） 

（7）純 資 産 （ 連 結 ） 10,867 百万円（平成 24 年 3 月期） 

（8）総 資 産 （ 連 結 ） 31,419 百万円（平成 24 年 3 月期） 

（9）設 立 年 月 日 昭和 22 年 11 月 27 日 

（10）当社と当該会社との関係 特に記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はありません。また、当

該会社は、当社の関連当事者に該当しません。 

 

4. 譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況 

（1）異 動 前 の 所 有 株 式 数 60,000 株（所有割合：100%） 

（2）譲 渡 株 式 数 60,000 株（所有割合：100%） 

（3）異 動 後 の 所 有 株 式 数 0 株（所有割合：  0%） 

 

5. 株式譲渡の日程 

（1）株 式 譲 渡 契 約 締 結 平成 25 年 2 月 28 日 

（2）株 式 譲 渡 平成 25 年 4 月 1日（予定） 

 

6. 今後の見通し 

当該子会社の異動（株式譲渡）が当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以  上 


